
８．少子化に対応した活力ある学校教育の推進

(前 年 度 予 算 額 1,309百万円）
平成27年度予算額（案） 1,785百万円

１．要 旨

現下の少子化・人口減少社会を踏まえ、地域の実情に応じて、少子化に対応し

た活力ある学校教育を推進するため、学校統合を契機とした魅力ある学校づくり

や小規模校における教育環境の充実を図る。

２．内 容

（１）少子化・人口減少社会に対応した活力ある学校教育推進事業

27百万円（ 新 規 ）

統合による魅力ある学校作りや、統合困難な地域における教育環境の充実の

取組モデルを創出する委託研究を行う。

（２）へき地児童生徒援助費等補助金

1,616百万円（ 1,309百万円）

〔一部スポーツ・青少年局に計上〕

へき地教育振興法に基づき、離島や中山間地域に所在する学校の教育の振興

を図るため、地方公共団体が実施するスクールバス購入費や通学費支援につい

て補助を行う。

学校統廃合に伴い遠距離通学となる児童生徒の通学条件を緩和するため、地

方公共団体が実施するスクールバス購入費や通学費支援について補助を行う。

（３）人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向上に係る実証事

業

142百万円（ 新 規 ）

〔生涯学習政策局に計上〕

過疎化・少子高齢化が進む人口過少地域において、ＩＣＴの活用により、遠隔

地間における児童生徒の協働学習の充実や、社会教育施設等と連携した遠隔講座

の実施など、学校教育及び社会教育における教育の質の維持向上を図るための実

証研究を実施する。

≪関連施策≫

・教職員定数の増（統合校への支援 200人、過疎地の小規模校への支援 20人）

・学校施設整備（学校統合に係る改修のための補助制度の創設、公立小中学校

の統合校舎等の新増築事業）
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少
子
化
・
人
口
減
少
社
会
に
対
応
し
た
活
力
あ
る
学
校
教
育
推
進
事
業

国
の
積
極
的
な
支
援
の
も
と
、
統
合
に
よ
る
魅
力
あ
る
学
校
作
り
や
、
統
合
困
難
な
地
域
に
お
け
る
教
育
環
境
の
充
実
の
取
組
モ
デ
ル
を
創
出

⇒
生
み
出
さ
れ
た
好
事
例
を
文
部
科
学
省
が
積
極
的
に
分
析
・
発
信
し
、
少
子
化
対
応
を
加
速
化

外
部
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

①
魅
力
的
な
学
校
統
廃
合
事
例

②
小
規
模
校
を
存
続
さ
せ
る
場
合
の
教
育
環
境
の
充
実
事
例

市
町
村
教
委

【
魅
力
あ
る
学
校
づ
く
り
の
方
策
例
】

統
合
対
象
地
域
の
多
様
な
特
色
を
学
び
合
う
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

開
発
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ス
ク
ー
ル
の
効
果
的
な
導
入
、
社
会
教

育
と
シ
ー
ム
レ
ス
に
つ
な
が
っ
た
学
校
教
育
活
動
・
施
設
整

備
の
研
究
な
ど

創
出
し
た
事
例
を
他
の
自
治

体
に
積
極
的
に
発
信

【
デ
メ
リ
ッ
ト
の
最
小
化
】

・
学
習
集
団
の
規
模
や
学
習
内
容
の
多
様
性
を

確
保
（
複
数
校
に
よ
る
相
当
量
の
合
同
教
育
活

動
な
ど
、
社
会
教
育
に
お
け
る
相
当
量
の
教
育

活
動
の
実
施
、
山
村
・
漁
村
留
学
の
受
け
入
れ
な

ど
）
（
※
）

※
指
導
助
言
能
力
が
高
い
学
識
経
験
者
や
、

特
色
あ
る
統
合
を
成
功
さ
せ
た
関
係
者
を
想
定

【
メ
リ
ッ
ト
の
最
大
化
方
策
の
例
】

・
小
規
模
校
の
特
色
を
活
か
し
、
全
員
に
基
礎
学
力

を
保
障
す
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
指
導
方
法
開
発
（
※
）

・
多
人
数
で
は
指
導
が
難
し
い
よ
う
な
教
育
活
動
（
外

国
語
の
発
音
、
発
表
な
ど
）
の
指
導
の
徹
底
等

【
統
合
に
よ
り
生
じ
る
課
題
へ
の
対
応
方
策
例
】

適
切
な
通
学
手
段
の
確
保
・運
用
（
ス
ク
ー
ル
バ
ス
乗
車
時
間

の
有
効
活
用
、
長
時
間
乗
車
後
の
脳
の
活
性
化
方
策
、
ス

ク
ー
ル
バ
ス
通
学
に
伴
う
子
供
の
体
力
低
下
へ
の
対
応
）
な
ど

社
会
教
育
施
設

地
域
住
民

小
規
模
校
を
存
続
さ
せ
る
場
合
や
、
休
校
し
て
い
る
学
校
を
再
開
す

る
場
合
等
に
、
小
規
模
校
の
メ
リ
ッ
ト
を
最
大
化
し
、
デ
メ
リ
ッ
ト
を
最

小
化
す
る
方
策
を
徹
底
追
求
。

学
校
統
廃
合
を
通
じ
て
充
実
し
た
教
育
環
境
の
創
出
を
目
指
す
地

域
に
お
い
て
、
デ
メ
リ
ッ
ト
を
抑
え
た
魅
力
的
な
学
校
統
廃
合
の
実
現
。

社
会
教
育
施
設

地
域
住
民

文
部
科
学
省

有
識
者
の
力
を
借
り
つ
つ
、
委

託
先
の
教
育
上
の
効
果
等
の

成
果
の
分
析
・
取
り
ま
と
め

視
察

視
察

助
言

助
言

委
託
研
究

（
２
０
０
万
円
×
６
箇
所
程
度
）

少
子
化
の
課
題
を

抱
え
る
市
町
村
教
委

少
子
化
の
課
題
を

抱
え
る
市
町
村
教
委

発
信

市
町
村
教
委

※
IC

Tを
活
用
し
た
教
育
環
境
の
充
実
に
つ
い
て
は
、
主
と
し
て
人
口
減
少
社
会
の
学

校
教
育
に
お
け
る
ＩＣ
Ｔ
活
用
の
実
証
研
究
事
業
で
実
施
。

※
個
別
の
課
題
に
つ
い
て
、
成
果
を
上
げ
て
い
る

事
例
を
研
究
し
、
総
合
的
な
取
組
に
反
映

個
別
課
題
の
先
行
事
例

発
信

（
平
成

27
年
度
予
算
額
（
案
）

27
百
万
円
（
新
規
）
）

実
効
的
な
成
果
が
挙
が
る
よ
う
、
事
業
の
計
画
段
階
か
ら
実
施
に
至
る

ま
で
、
有
識
者
の
助
力
を
得
つ
つ
丁
寧
に
市
町
村
教
委
・
学
校
を
支
援

委
託
研
究

（
２
０
０
万
円
×
６
箇
所
程
度
）
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Ⅰ 趣旨

Ⅱ 補助内容

１ 補助対象経費

（１） スクールバス・ボート等購入費 ７６５百万円（５２２百万円）
へき地、学校統合、過疎地域等の小・中学校の児童生徒の通学条件の緩和を図るために

都道府県及び市町村がスクールバス・ボート等を購入する事業に対する補助

（２） 遠距離通学費等 ４６８百万円（４０４百万円）

ア 遠距離通学費 ３４６百万円（２８０百万円）
学校統廃合に係る小・中学校の遠距離通学の児童生徒の通学に要する交通費を負担する

市町村の事業に対する補助。また、激甚災害による校舎の破損等により、通学が困難となっ
た小・中学校の児童生徒の通学に要する交通費を負担する都道府県及び市町村の事業に
対する補助

イ 寄宿舎居住費 ３１百万円 （３３百万円）
小・中学校に設置する寄宿舎に入居しているへき地学校等の児童生徒の保護者が負担す

ることとなる寄宿舎居住に要する経費を免除する都道府県及び市町村の事業に対する補助

ウ 高度へき地修学旅行費 ９１百万円 （９１百万円）
高度へき地学校（３級～５級）の児童生徒に係る小・中学校の修学旅行に要する経費のう

ち、交通費、宿泊費を負担する都道府県及び市町村に対する補助

（３） 保健管理費 ５１百万円 （５１百万円）
へき地学校における児童生徒の健康管理の適正な実施並びに学校環境衛生の維持改善

を図るため、地方公共団体が健康診断等を行うため医師、歯科医師及び薬剤師の派遣、心
電図検診の実施を円滑に行うために必要な経費に対する補助

（４） 離島高校生修学支援事業 ３３２百万円（３３２百万円）
高校未設置離島の高校生を対象に、教育費負担が重くなっている通学費、居住費に要す

る経費を支援する都道府県及び市町村に対する補助

２ 補助率
１／２ （高度へき地修学旅行費で過去３ヵ年の財政力指数0.4未満の市町村は２／３、

保健管理費の心電図検診の実施に必要な経費については１／３）

３ 補助事業者
都道府県・市町村

へき地児童生徒援助費等補助金
26 年 度 予 算 額 １，３０９，２１３千円

27年度予算額（案） １，６１５，８２０千円

交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地、離島等に所在する公
立学校（へき地学校等）の教育の振興を図るため、へき地教育振興法等に基づいて所要
の措置を講じる。

被災地通学用バス等購入費補助 （復興特別会計） ２０百万円（２５百万円）

東日本大震災の被災地で通学が困難になっている児童生徒の通学条件の緩和を図るために都道府県及び
市町村がスクールバス・ボートを購入する事業に対する補助
補助率 ： １/２ 補助事業者 ： 都道府県・市町村
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過
疎
化
や
少
子
高
齢
化
が
進
む
人
口
過
少
地
域
に
お
い
て
、
IC
T
の
活
用
に
よ
り
、
遠
隔
地
間
に
お
け
る
児
童
生
徒
の
学
び
の
充
実
や
、
社
会
教
育
施
設
等
と
連
携
し
た
遠
隔
講
座
の

実
施
な
ど
、
学
校
教
育
及
び
社
会
教
育
に
お
け
る
教
育
の
質
の
維
持
向
上
を
図
る
た
め
の
実
証
研
究
を
実
施
す
る
。
（
３
年
間
）

人
口
過
少
社
会
に
お
け
る
学
校
教
育
及
び
社
会
教
育
の
質
の
維
持
向
上

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
の
存
続
及
び
活
性
化

人
口
減
少
社
会
に
お
け
る
ＩＣ
Ｔ
の
活
用
に
よ
る
教
育
の
質
の
維
持
向
上
に
係
る
実
証
事
業

我
が
国
の
人
口
減
少
が
加
速
化
す
る
こ
と
が
確
実
視
さ
れ
て
い
る
中
、
将
来
的
に
全
国
各
地
に
お
い
て
現
行
の
学
校
規
模
を
維
持
す
る
こ
と
が
困
難
な
人
口
過
少
地
域
が
増
加
す
る

こ
と
が
予
想
さ
れ
て
い
る
。
併
せ
て
、
社
会
教
育
に
お
い
て
も
同
様
に
地
域
人
材
が
不
足
し
て
お
り
、
今
後
、
そ
の
よ
う
な
地
域
に
お
け
る
教
育
水
準
の
維
持
向
上
が
課
題
と
な
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
る
。
【
在
学
者
数
推
移
（
小
・
中
・
高
）
昭
和
2
3
年
約
1
,6
7
7
万
人

昭
和
6
0
年
約
2
,2
6
3
万
人

平
成
2
5
年
約
1
,3
5
6
万
人
】
（
学
校
基
本
調
査
よ
り
）

課
題
・
背
景

事
業
概
要
（
イ
メ
ー
ジ
）

平
成
2
7
年
度
予
算
額
（
案
）
１
４
２
百
万
円
（
新
規
）

＜
学
校
教
育
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
実
証
研
究
＞

（
小
中
等
９
地
域
）

遠
隔
地
間
に
お
け
る
双
方
向
型
の

協
働
学
習
や
合
同
学
習
を
実
施

＜
人
口
過
少
地
域
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
社
会
教
育
実
証
研
究
＞

（
３
地
域
）

小
規
模
学
校
に
お
け
る
学
び
の
質
の
維
持
向
上

人
口
過
少
地
域
に
お
け
る
社
会
教
育
の
維
持
向
上

過
疎
地
域

学
校

小
規
模
学
校

人
口
過
少
地
域
の
学
校
教
育
の
維
持
向
上
を
図
る
た
め
、
指
導
方
法
の

開
発
や
教
育
効
果
の
在
り
方
な
ど
に
関
す
る
実
証
研
究
を
実
施

人
口
過
少
地
域
の
社
会
教
育
の
維
持
向
上
と
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活

性
化
を
図
る
た
め
、
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
社
会
教
育
の
実
証
研
究
を
実
施

遠
隔
地
間
に
お
け
る

講
座
・
学
習
機
会
の
提
供

な
ど
を
支
援

都
道
府
県
・
市

博
物
館

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
・
公
民
館

図
書
館
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９．新しい時代にふさわしい教育制度の柔軟化の推進

(前 年 度 予 算 額 3百万円）
平成27年度予算額（案) 58百万円

１．要 旨

子供や社会の状況は大きく変化し、現行の学校教育制度が導入された当時と比

べて児童生徒の発達の早期化が見られるほか、自己肯定感の低さ、小１プロブレ

。 、ムや中１ギャップなどの課題が指摘されている このような課題に対応するため

小中一貫教育の推進、フリースクール等で学ぶ不登校の児童生徒への支援策につ

いて調査研究を行う。

また、義務教育未修了者等の就学機会の確保に重要な役割を果たしているいわ

ゆる夜間中学について､学習指導､生徒指導の改善方策等に関する調査研究を行

う。

２．内 容

（１）小中一貫教育推進事業 39百万円（ 新 規 ）

都道府県・市町村が一体となった、小中一貫教育による学校段階間の円滑な

接続を目指した先導的な取組に関する調査研究を行う。

（２）フリースクール等で学ぶ子供への支援策 8百万円（ 新 規 ）

フリースクール等の教育内容及び運営の実態について調査を行い、今後の位

置付け等について検討を行う。

≪関連施策≫いじめ対策等生徒指導推進事業

いじめ問題をはじめ、暴力行為、不登校等の様々な課題を抱える子供への

支援について、地方公共団体、ＮＰＯ、民間教育事業者等に先進的調査研究

を委託する。

具体的には、｢不登校児童生徒に対する支援の在り方｣について実績や知見

を有するフリースクール等の関係施設・機関への委託を充実する。

（３）中学校夜間学級の充実・改善等への取組事業 10百万円（ 3百万円）

、 、①夜間学級における学習指導・生徒指導の改善 ②夜間学級に関する広報強化

③夜間学級を設けていない都道府県における新規設置に係る検討の推進を一体的

に行い、中学校夜間学級の振興を図る。
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小
中
一
貫
教
育
推
進
事
業

実 践 研 究 指 定

ア ド バ イ ザ ー 派 遣

研 究 経 費 措 置

●
小
中
一
貫
推
進
ポ
リ
シ
ー
（
全
域
導
入
計
画
、
学
校
配
置
、

通
学
区
域
の
見
直
し
、
小
中
学
校
予
算
の
統
一
等
）

●
一
貫
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
試
案
の
作
成

●
評
価
指
標
の
設
定
、
成
果
・
課
題
の
可
視
化

●
効
果
的
な
教
職
員
研
修
の
実
施

●
先
行
実
施
す
る
モ
デ
ル
校
を
指
定
（
１
～
２
件
）

●
管
下
全
域
で
の
計
画
的
導
入
に
資
す
る
協
議
会
開
催

小
中
一
貫
教
育
全
国
連
絡
協
議
会

取 組 内 容 例

市
町
村
教
委
（
全
域
で
の
導
入
を
希
望
）

全
国
の
先
進
事
例
を
徹
底
的
に
研
究
し
、
有
識
者
の
助
言
を
得
な
が
ら
、

管
下
全
域
で
の
小
中
一
貫
教
育
導
入
に
向
け
た
取
組
を
推
進
。

●
評
価
指
標
の
研
究
開
発

●
指
定
地
域
へ
指
導
助
言

小
中
一
貫
教
育

ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド

●
小
中
一
貫
フ
ォ
ー
ラ
ム
開
催

●
全
国
的
な
情
報
交
流
の
促
進

連
携
協
力

講
師
派
遣

積
極
的
に
参
加

●
小
中
一
貫
推
進
ポ
リ
シ
ー
（
指
導
助
言
方
針
、
人
事

方
針
、
支
援
施
策
等
）
の
策
定

●
効
果
的
な
教
職
員
研
修
の
実
施

●
県
下
で
の
導
入
促
進
に
資
す
る
協
議
会
開
催

●
全
域
導
入
を
希
望
す
る
市
町
村
を
モ
デ
ル
地
域
指
定

都
道
府
県
教
委

県
下
で
小
中
一
貫
教
育
を
推
進

（
５
都
道
府
県
×
２
０
０
万
円
）

取 組 内 容 例

地
域
指
定

（
10
人
程
度
）

（
４
市
町
村
程
度
）

（
１
市
町
村
当
た
り
１
４
０
万
円
程
度
）

（
平
成

27
年
度
予
算
額
（
案
）

39
百
万
円
（
新
規
）
）
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フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
等
の
教
育
内
容
及
び
運
営
の
実
態
に
つ
い
て
調
査
を
行
い
、
今
後
の
位
置
付
け
等
に
つ
い
て
検

討
を
行
う
。

●
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
関
係
者
や
有
識
者
に
よ
る
検
討
会
を
設
置

●
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
等
を
訪
問
し
、
教
育
内
容
や
運
営
上
の
課
題
に
つ
い
て
聴
取

●
関
連
す
る
国
内
外
の
文
献
に
つ
い
て
調
査
を
実
施

フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
等
で
学
ぶ
子
供
へ
の
支
援
策

フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
等
に
関
す
る
検
討
会

27
年
度
予
算
額
（
案
）

8百
万
円
（
新
規
）

い
じ
め
問
題
を
は
じ
め
、
暴
力
行
為
、
不
登
校
等
の
様
々
な
課
題
を
抱
え
る
子
供
へ
の
支
援
に
つ
い
て
、
地
方
公
共

団
体
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
民
間
教
育
事
業
者
等
に
先
進
的
調
査
研
究
の
委
託
を
行
う
。

具
体
的
に
は
、
「
不
登
校
児
童
生
徒
に
対
す
る
支
援
の
在
り
方
」
に
つ
い
て
実
績
や
知
見
を
有
す
る
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル

等
の
関
係
施
設
・
機
関
へ
の
委
託
の
充
実
な
ど
。

●
主
な
調
査
研
究
課
題
：
①
い
じ
め
問
題
、
暴
力
行
為
へ
の
対
応
方
法

②
不
登
校
児
童
生
徒
に
対
す
る
支
援
の
在
り
方

③
脳
科
学
・
精
神
医
学
・
心
理
学
等
と
学
校
教
育
の
在
り
方

な
ど

【
関
連
施
策
】

い
じ
め
対
策
等
生
徒
指
導
推
進
事
業

27
年
度
予
算
額
（
案
）

83
百
万
円
（

26
年
度

54
百
万
円
）
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中
学
校
夜
間
学
級
の
充
実
・
改
善
等
へ
の
取
組
事
業 ●
外
部
講
師
に
よ
る
研
修

●
先
進
的
な
取
組
を
行
っ
て
い
る

夜
間
学
級
の
視
察

●
教
材
の
研
究
・
開
発

取 組 内 容 例

中
学
校
夜
間
学
級
を
設
置
し
て
い
る
市
町
村
教
委

中
学
校
夜
間
学
級
を
未
設
置
の
道
県

夜
間
学
級
の
果
た
し
て
い
る
役
割
や

設
置
場
所
等
を
示
し
た
リ
ー
フ
レ
ッ
ト

を
作
成
・
配
布
し
、
潜
在
的
な
ニ
ー
ズ

を
持
っ
た
方
々
へ
の
広
報
を
強
化

●
設
置
に
係
る
課
題
研
究
の
た
め
の
検
討
会
議
の
実
施

●
夜
間
学
級
を
設
け
て
い
る
自
治
体
の
研
究

●
都
道
府
県
と
市
町
村
が
連
携
し
た
広
報
活
動

取 組 内 容 例

文
部
科
学
省

夜
間
学
級
の
広
報
強
化

中
学
校
夜
間
学
級
に
お
け
る
学
習
指
導
、
生
徒
指
導
の

在
り
方
な
ど
に
つ
い
て
委
託
研
究

（
２
９
校
×
９
万
円
）

中
学
校
夜
間
学
級
の
設
置
に
あ
た
っ
て
の
課
題
や
そ
の
解
消

策
等
に
関
す
る
委
託
研
究

（
９
箇
所
×
６
０
万
円
）

新
規

新
規

継
続

（
平
成

27
予
算
額
（
案
）
１
０
百
万
円
（
前
年
度
予
算
額
：
３
百
万
円
）
）

中
学
校
夜
間
学
級
は
、
様
々
な
事
情
で
義
務
教
育
未
修
了
の
ま
ま
学
齢
を
超
過
し
た
方
々
に
対
し
、
学
習
機
会
を
提
供
す
る
重
要

な
役
割
を
担
っ
て
い
る
。

⇒
現
在
設
置
さ
れ
て
い
る
中
学
校
夜
間
学
級
の
教
育
実
践
の
更
な
る
高
度
化
を
図
る
と
と
も
に
、
少
な
く
と
も
各
都
道
府
県
に
一
つ

は
夜
間
学
級
が
設
置
さ
れ
る
こ
と
を
目
指
し
、
未
設
置
の
道
県
に
お
け
る
夜
間
学
級
の
設
置
促
進
を
図
る
。
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10．初等中等教育段階におけるグローバル人材の育成

(前 年 度 予 算 額 18,441百万円）
平成27年度予算額（案） 20,067百万円

１．要 旨

グローバルに活躍する人材を育成するため、小・中・高等学校を通じた英

語教育改革を推進するとともに、課題解決能力等の国際的素養を身に付け

たグローバル・リーダーを育成する高等学校等を支援する。また、在外教

育施設で学ぶ児童生徒の教育環境の改善を行う。

さらに、我が国の伝統・文化についての理解を深め、日本人としてのア

イデンティティを高める取組を充実する。

２．内 容

（１）小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業 710百万円( 573百万円)

小・中・高等学校を通じた英語教育の強化のため、先進的な取組の支援や

生徒の英語力調査を行うとともに、教材整備、小学校英語教科化等に対応し

た教員の指導力向上などの取組を実施する。

・英語教育強化地域拠点事業 14件→25件

・外部試験団体と連携した英語力調査事業

高校生9万人→中学生5万人・高校生4.5万人

・外国語活動・外国語教育の教材整備

・英語教員の英語力・指導力強化のための調査研究【新規】

・外部専門機関と連携した英語担当教員の指導力向上事業 47県市

（２）スーパーグローバルハイスクール 1,052百万円( 807百万円)

国際化を進める国内の大学のほか、企業、国際機関等と連携して、グロー

バルな社会課題を発見・解決し、様々な国際舞台で活躍できる人材の育成

に取り組む高校を「スーパーグローバルハイスクール」に指定し、質の高

いカリキュラムを開発・実践する。

・指定期間：5年間

・対象学校：国公私立高等学校及び中高一貫教育校

・指定校数：100校

（３）在外教育施設への派遣教員の拡充 17,792百万円( 16,670百万円)

在外教育施設で学ぶ児童生徒の増加に対応し、国内と同様の教育を行うと

ともに、海外の地理的な利点を生かしたグローバル人材育成に資する取組も

充実するため派遣教員の充実を図る。

・派遣教員定数 1,070人→1,084人
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（４）帰国・外国人児童生徒等教育の推進 211百万円( 100百万円)

国際化の進展に伴い、我が国の公立の小・中・高等学校等には、海外から

の帰国児童生徒や外国人児童生徒など日本語指導が必要な児童生徒が多数在

籍している。そのような児童生徒に対し、地域人材の活用も含めた、公立学

校における帰国・外国人児童生徒等の受入体制や日本語指導体制の充実を図

る。

また、地域において、生活・家庭環境、国籍・言語など多様な背景・事情

から、学校への就学に至っていない外国人の子供も存在する。こうした不就

学・自宅待機となっている外国人の子供の就学を促進するため、学校外にお

ける日本語指導や教科指導等の支援体制の充実を図る。

（５）我が国の伝統・文化教育の充実に係る調査研究 12百万円( 新 規 )

教育基本法や学習指導要領で重視されている伝統・文化等に関する教育の

充実を図り、グローバル社会で活躍できる人材の育成に資するため、教材の

作成や指導方法の開発を行う。

・我が国の伝統・文化に関する教材の作成、指導方法等に関する調査研究 ３地域
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２
．

指
導

者
に

求
め

ら
れ

る
資

質
・
能

力
の

向
上

(
4
)
 英

語
教

員
の

英
語

力
・
指

導
力

強
化

の
た

め
の

調
査

研
究

○
教

員
の

英
語

力
・
指

導
力

強
化

に
向

け
て

、
事

例
収

集
・
効

果
分

析
、

学
校

・
教

育
委

員
会

と
大

学
の

連
携

・
協

働
に

よ
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
開

発
等

を
通

じ
て

教
員

養
成

・
採

用
・
研

修
等

の
在

り
方

を
調

査
研

究
。

(
5
)
 外

部
専

門
機

関
と

連
携

し
た

英
語

指
導

力
向

上
事

業

○
国

で
は

、
外

部
専

門
機

関
と

連
携

し
て

、
新

た
な

英
語

教
育

に
対

応
し

た
指

導
力

向
上

事
業

を
実

施
。

・
小

／
中

・
高

の
英

語
教

育
推

進
リ

ー
ダ

ー

・
外

国
語

指
導

助
手

（
A

L
T
)リ

ー
ダ

ー

○
都

道
府

県
・
政

令
市

の
教

育
委

員
会

が
、

外
部

専
門

機
関

と
連

携
し

て

指
導

力
向

上
事

業
を

実
施

。
地

域
の

「
英

語
教

育
改

善
プ

ラ
ン

」
を

策
定

し
、

明
確

な
目

標
設

定
・
管

理
を

設
定

。

・
国

の
指

導
力

向
上

研
修

を
修

了
し

た
推

進
リ

ー
ダ

ー
に

よ
る

研
修

・
大

学
や

外
国

の
公

的
機

関
と

の
連

携
に

よ
る

事
業

１
．

小
学

校
英

語
の

教
科

化
、

中
学

・
高

校
英

語
の

高
度

化
に

向
け

た
実

践

(
1
)
 英

語
教

育
強

化
地

域
拠

点
事

業

○
小

学
校

英
語

の
早

期
化

・
教

科
化

、
中

学
・
高

校
の

指
導

内
容

の
高

度

化
等

、
小

・
中

・
高

を
通

じ
た

先
進

的
な

取
組

を
支

援
。

（
強

化
地

域
拠

点
：
1
8
地

域
→

2
5
地

域
）

○
研

究
成

果
を

今
後

の
教

育
課

程
の

検
討

に
反

映
。

(
2
)
 外

部
試

験
団

体
と

連
携

し
た

英
語

力
調

査
事

業

○
H

2
6
に

高
３

を
対

象
に

実
施

し
た

フ
ィ

ー
ジ

ビ
リ

テ
ィ

調
査

を
基

に
、

生
徒

の
英

語
力

を
把

握
分

析
・
検

証
し

、
教

員
の

指
導

改
善

に
い

か
す

こ
と

を

目
的

と
し

た
調

査
を

実
施

。

○
H

2
７

は
高

校
に

加
え

、
新

た
に

中
学

も
追

加
。

(
3
)
 外

国
語

活
動

・
外

国
語

教
育

の
教

材
整

備

○
小

学
校

教
員

の
指

導
力

向
上

の
た

め
の

教
材

開
発

。

○
小

学
校

外
国

語
教

材
”
H

i, 
fr

ie
n
d
s!

”
の

作
成

と
配

布
。

初
等

中
等

教
育

の
英

語
教

育
の

推
進

に
係

る
取

組

1
4
2
,8

8
6
千

円
(1

4
4
,3

1
4
千

円
) 

8
9
,2

6
7
千

円
( 

5
1
,4

1
9
千

円
)

1
1
6
,3

2
5
千

円
(1

1
6,

3
2
5
千

円
) 

3
0
3
,0

1
0
千

円
(2

6
1
,4

1
5
千

円
) 

5
8
,1

1
3
千

円
(新

規
) 

(平
成

2
6
年

度
予

算
額

5
7
3
,4

7
3
千

円
)

平
成

2
7
年

度
予

算
額

（
案

）
7
0
9
,6

0
1
千

円

(
2
)
 補

習
等

の
た

め
の

指
導

員
等

派
遣

事
業

○
補

充
学

習
や

発
展

的
な

学
習

な
ど

学
力

向
上

方
策

と
し

て
、

サ
ポ

ー
ト

ス

タ
ッ

フ
を

配
置

(
1
)
 教

員
定

数
の

改
善

○
小

学
校

英
語

の
教

科
化

等
に

向
け

た
教

員
定

数
の

加
配

措
置

。

小
・
中

・
高

等
学

校
を

通
じ

た
英

語
教

育
強

化
事

業

関
連

す
る

事
業
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ス
ー

パ
ー

グ
ロ

ー
バ

ル
ハ

イ
ス

ク
ー

ル
に

つ
い

て

◆
目

的
：
急

速
に

グ
ロ

ー
バ

ル
化

が
加

速
す

る
現

状
を

踏
ま

え
、

社
会

課
題

に
対

す
る

関
心

と
深

い
教

養
、

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
、

問
題

解
決

力
等

の
国

際
的

素
養

を
身

に
付

け
、

将
来

、
国

際
的

に
活

躍
で

き
る

グ
ロ

ー
バ

ル
・
リ

ー
ダ

ー
を

高
等

学
校

段
階

か
ら

育
成

す
る

。

◆
事

業
概

要
：
国

際
化

を
進

め
る

国
内

の
大

学
の

ほ
か

、
企

業
、

国
際

機
関

等
と

連
携

し
て

、
グ

ロ
ー

バ
ル

な
社

会
課

題
を

発
見

・
解

決
し

、
様

々
な

国
際

舞
台

で
活

躍
で

き
る

人
材

の
育

成
に

取
り

組
む

高
等

学
校

等
を

「
ス

ー
パ

ー
グ

ロ
ー

バ
ル

ハ
イ

ス
ク

ー
ル

」
に

指
定

し
、

質
の

高
い

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
開

発
・
実

践
す

る
。

指
定

期
間

：
５

年
間

対
象

学
校

：
国

公
私

立
高

等
学

校
及

び
中

高
一

貫
教

育
校

（
中

等
教

育
学

校
、

併
設

型
及

び
連

携
型

中
学

校
・
高

等
学

校
）

指
定

校
数

：
1
校

あ
た

り
上

限
1
,6

0
0
万

円
､指

定
校

1
0
0
校

文
部

科
学

省

・
学

校
の

指
定

（
5
年

間
）

・
指

導
・
助

言
・
評

価
・
支

援

ス
ー

パ
ー

グ
ロ

ー
バ

ル
ハ

イ
ス

ク
ー

ル
（
Ｓ

Ｇ
Ｈ

）

【
主

な
取

組
】

•
グ

ロ
ー

バ
ル

・
リ

ー
ダ

ー
育

成
に

資
す

る
課

題
研

究
を

中
心

と
し

た
教

育
課

程
の

研
究

開
発

・
実

践
•

グ
ル

ー
プ

ワ
ー

ク
、

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

、
論

文
作

成
、

プ
レ

ゼ
ン

テ
ー

シ
ョ

ン
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

型
学

習
等

の
実

施
（
英

語
に

よ
る

も
の

も
含

む
）

•
企

業
や

海
外

の
高

校
・
大

学
（
E
S
D

を
通

じ
た

ユ
ネ

ス
コ

ス
ク

ー
ル

を
含

む
。

）
等

と
連

携
し

た
課

題
研

究
（
例

：
国

際
的

に
関

心
が

高
い

社
会

課
題

、

地
元

企
業

や
大

学
等

と
連

携
し

た
グ

ロ
ー

カ
ル

な
課

題
）
に

関
す

る
意

見
交

換
及

び
フ

ィ
ー

ル
ド

ワ
ー

ク
•

課
題

研
究

の
成

果
発

表
会

等
の

開
催

【
大

学
と

の
連

携
】

•
課

題
研

究
に

関
す

る
指

導
を

行
う

帰
国

・
外

国
人

教
員

等
の

派
遣

や
、

外
国

人
留

学
生

に
よ

る
サ

ポ
ー

ト
•

国
際

展
開

を
担

当
す

る
部

署
と

の
連

携
を

通
じ

た
海

外
研

修
等

の
企

画
・
立

案
に

関
す

る
ノ

ウ
ハ

ウ
の

伝
授

•
入

試
の

改
善

に
よ

る
生

徒
の

学
習

内
容

の
適

切
な

評
価

•
単

位
認

定
を

含
む

高
大

連
携

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

提
供

管
理

機
関

（
設

置
者

）

指
導

・
助

言
・
評

価

連
携

・
協

力
国

際
化

を
進

め
る

大
学

連 携

企
業

、
国

際
機

関
（
O

E
C

D
, 
U

N
E
S
C

O
等

）
、

非
営

利
団

体
等

人
材

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
提

供

グ ロ ー バ ル な 社 会 課 題 を 発 見 ・ 解 決 し 、 様 々 な 国

際 舞 台 で 活 躍 で き る 人 材 （ 国 際 機 関 職 員 、 社 会 起

業 家 、 グ ロ ー バ ル 企 業 の 経 営 者 、 政 治 家 、 研 究 者

等 ） の 輩 出

（
平

成
2
6
年

度
予

算
額

８
億

円
）

平
成

2
7
年

度
予

算
額

（
案

）
１

１
億

円
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在外教育施設教員派遣事業等

（平成26年度予算額 16,670百万円）
平成27年度予算額（案） 17,792百万円

国内とは異なる教育環境におかれた日本人の子どもに対し、国内における教
育の機会均等及び義務教育無償の精神に沿って、日本国民にふさわしい教育
を行うとともに、併せて国際性を培うことを目的として、在外教育施設（日
本人学校・補習授業校）の教育の充実を図るため、国内の義務教育諸学校の
教員（主に公立学校の教員）等の派遣を実施。

文部科
学省

在外教
育施設

教員派遣要請

教育委員会等

派遣教員の選考・委嘱

在勤手当・旅費等の支給

教員の推薦依頼

推薦

委託費
（国内給与分）

研修出張命令
給与の支給

教員派遣の仕組み（公立学校の教員の場合）

①在外教育施設教員派遣事業 10,856百万円(9,793百万円)

②在外教育施設派遣教員経費の委託 6,936百万円(6,878百万円)

在外教育施設派遣教員等に対し、赴任・帰国旅費及び在外教育施設に
おいて勤務するために必要な衣食住等に充当する在勤手当等を支給

在外教育施設における教員の確保に係る経費を、都道府県等に対し委
託費として交付

(26定員) (27定員)
※ 派遣教員定数 1,070人 → 1,084人
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Ⅱ
定
住
外
国
人
の
子
供
の
就
学
促
進
事
業

補
助
対
象
：
都
道
府
県
・
市
区
町
村
（
教
育
委
員
会
・
首
長
部
局
）

支
援
対
象
：
不
就
学
の
外
国
人
の
子
供

平
成
２
７
年
度
予
算
額
（
案
）
：
２
１
１
百
万
円
（
前
年
度
予
算
額
：
１
０
０
百
万
円
）

帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等
教
育
の
推
進
支
援
事
業

本
事
業
は
、
実
施
主
体
（
都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市
等
）
の
取
組
に
対
し
て
、
総
事
業
費
の

1/
3を
上
限
と
し
て
予
算
の
範
囲
内
で
交
付
を
行
う
補
助
事
業
で
あ
る
。

・
外
国
人
集
住
地
域
や
そ
の
他
の
地
域

に
お
い
て
、
不
就
学
の
定
住
外
国
人
の

子
供
が
存
在

・
定
住
外
国
人
の
子
供
の
不
就
学
問
題

は
、
地
域
、
生
活
・
家
庭
環
境
、
国

籍
・
言
語
な
ど
多
様
な
背
景
を
有
す
る

現
状

・
学
校
へ
の
受
入
れ
に
至
ら
な
い
子
供
に

対
す
る
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
支
援
体

制
整
備

・
子
供
が
適
切
な
就
学
先
を
選
択
す
る
た

め
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
の
実
施

等

課
題

事
業
内
容

○
目
的
：
不
就
学
と
な
っ
て
い
る
外
国
人
の
子
供
を
対
象
に
、
公
立
学
校
や
外
国
人
学
校

等
へ
の
就
学
に
必
要
な
支
援
を
学
校
外
に
お
い
て
実
施
す
る
自
治
体
を
補
助

○
取
組
（
例
）
：
・
学
校
と
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
を
通
じ
た
就
学
の
促
進

・
就
学
に
必
要
な
日
本
語
指
導
、
教
科
指
導
、
母
語
指
導
等

・
日
本
の
生
活
・
文
化
に
適
応
す
る
た
め
の
地
域
社
会
と
の
交
流

等

都
道
府
県
・
市
区
町
村

不
就
学
の
外
国
人
の
子
供

N
PO
等
の
団
体

①
自
治
体
が
直
接
、

就
学
支
援
の
取

組
を
実
施

②
知
見
を
有
す
る

N
P

O
等

に
委
託
し
、
就
学
支
援

の
取
組
を
実
施

（
事
業
実
施
ス
キ
ー
ム
）

○
「
日
系
定
住
外
国
人
施
策
の
推
進
に
つ
い
て
」
（
平
成

26
年

3月
31
日
日
系
定
住
外
国
人
施
策
推
進
会
議
）

「
日
系
定
住
外
国
人
施
策
の
基
本
的
な
考
え
方
」
に
お
い
て
示
さ
れ
て
い
る
「日
本
語
能
力
が
不
十
分
で
あ
る
者
が
多

い
日
系
定
住
外
国
人
を
日
本
社
会
の
一
員
と
し
て
し
っ
か
り
と
受
け
入
れ
、
社
会
か
ら
排
除
さ
れ
な
い
よ
う
に
す
る
」こ
と
を
、
継
続

し
て
、
日
系
定
住
外
国
人
施
策
の
基
本
的
な
考
え
方
と
す
る
。
（中
略
）こ
の
た
め
の
施
策
を
国
の
責
任
と
し
て
講
じ
て
い
く
こ
と
と
し
、

地
方
自
治
体
と
連
携
し
な
が
ら
、
こ
れ
ま
で
の
関
連
施
策
の
成
果
も
活
用
し
つ
つ
、
必
要
な
施
策
を
推
進
す
る
こ
と
と
す
る
。
こ

の
場
合
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
の
支
援
団
体
と
も
連
携
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

○
「
多
文
化
共
生
社
会
の
推
進
に
関
す
る
提
言
」
（
平
成

26
年

8月
多
文
化
共
生
推
進
協
議
会
）

外
国
人
住
民
の
多
国
籍
化
や
散
在
化
と
い
っ
た
地
域
課
題
に
対
応
し
、
自
治
体
や

N
P

O
と
の
連
携
も
視
野
に
入
れ
た
、
持

続
可
能
な
新
た
な
仕
組
み
を
検
討
し
、
円
滑
な
就
学
へ
の
支
援
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
。

（
参
考
）

Ⅰ
公
立
学
校
に
お
け
る
帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
に
対
す
る

き
め
細
か
な
支
援
事
業

補
助
対
象
：
都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市

支
援
対
象
：
公
立
学
校
に
在
籍
す
る
帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等

公
立
学
校
に
お
け
る
帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
受
入
体
制
・
支
援
体
制
づ
く
り
の
推
進

・
日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童

生
徒
に
対
す
る
支
援
の
多
様
化

・
初
等
中
等
段
階
か
ら
の
グ
ロ
ー

バ
ル
人
材
の
育
成

現
状

・
個
の
実
態
に
応
じ
た
日
本
語
指
導

・
散
在
地
域
の
受
入
れ
・
支
援
体
制
整
備

・
帰
国
児
童
生
徒
の
個
性
と
特
性
を
生
か

し
た
教
育
の
推
進

課
題

事
業
実
施
項
目
（
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
組
み
合
わ
せ
る
）

日
本
語
指
導
の
充
実

○
（
必
須
）
「
日
本
語
能
力
測
定
方
法
」
の
活
用
に
よ
る
児
童
生
徒
の
日
本
語
能
力
の
把
握

○
（
必
須
）
「
特
別
の
教
育
課
程
」
に
よ
る
日
本
語
指
導
の
実
施

○
日
本
語
指
導
担
当
教
員
及
び
指
導
補
助
者
へ
の
研
修
の
実
施

○
日
本
語
指
導
の
た
め
の
教
材
の
作
成

義
務
教
育
へ
の
就
学
機
会
の
確
保

○
就
学
相
談
窓
口
の
設
置

○
就
学
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
開
催

○
就
学
状
況
の
調
査

○
関
係
機
関
と
連
携
し
た
就
学
案
内
（
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
の
作
成
・
配
付
）

公
立
学
校
へ
の
円
滑
な
受
入
れ

○
初
期
適
応
指
導
教
室
(プ
レ
ク
ラ
ス
)の
実
施

○
日
本
語
指
導
が
で
き
る
支
援
員
の
派
遣

○
児
童
生
徒
の
母
語
が
分
か
る
支
援
員
の
派
遣

指
導
・
支
援
体
制
の
整
備

○
セ
ン
タ
ー
校
の
設
置

○
域
内
の
公
立
学
校
へ
の
巡
回
指
導
の
実
施

○
地
域
全
体
で
取
組
を
推
進
す
る
た
め
の
協
議
会
の
開
催

○
少
数
在
籍
校
又
は
散
在
地
域
へ
の
指
導
・
支
援
体
制
の
充
実

進
路
保
証

○
域
内
の
高
校
や
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
と
の
連
携
に
よ
る
進
路
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
開
催

○
高
校
で
の
支
援
員
に
よ
る
進
路
相
談

＊
＊
各
地
域
の
取
組
の
実
践
交
流
＊
＊

担
当
指
導
主
事
等
連
絡
協
議
会
の
開
催
、
情
報
検
索
サ
イ
ト
「
か
す
た
ね
っ
と
」
へ
の
資
料
掲
載
等

学
校
外
に
お
け
る
不
就
学
の
外
国
人
の
子
供
の
就
学
支
援
体
制
の
整
備

公
立
学
校
、
外
国
人

学
校
等
へ
の
就
学

委
託
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我が国の伝統・文化教育の充実に係る調査研究

日本人としてのアイデンティティや日本文化に対する
深い理解を前提としたグローバル人材の育成

教育基本法や学習指導要領で重視されている伝統・文化に関
する教育の充実を図り、グローバル社会で活躍できる人材の育
成に資するため、教材の作成や指導方法の開発を行うとともに、
その成果を全国に発信する。

（ 新 規 ）
平成２７年度予算額（案） １１，７４６千円

教育委員会等（３地域）

地域の実情に応
じた教材の開発

伝統・文化に関する
指導方法の開発

小学校 中学校 高等学校 等

・教科横断的なカリキュラムの開発

・学校における外部人材の活用 等

助
言
や
資
料
の
提
供

推進校

・教材を活用した模擬授業の実施

文部科学省

研究成果の集
約及び全国へ
の発信 等

伝
統
文
化
関
連
団
体
・地
域
の
伝
統
文
化
保
存
会
等

・教員研修の実施

委託

調査研究地域・
推進校への指
導・助言
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11．幼児教育の段階的無償化に向けた取組の推進

(前 年 度 予 算 額 33,905百万円）
平 成 2 7 年 度 所 要 額 40,188百万円

（対前年度 6,283百万円増）
うち、子ども・子育て支援新制度移行分を除いた文部科学省予算計上分

平成２７年度予算額（案） 32,341百万円

１．要 旨
幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、
すべての子供に質の高い幼児教育を保障するため、幼児教育の無償化に段階
的に取り組む。このため、平成２７年度については、昨年度に引き続き低所
得世帯の保護者負担の軽減を図るとともに、市町村に対する補助を拡充し、
超過負担の解消を行うことにより、すべての園児に等しく支援が行われるよ
う環境整備を図る。
※子ども・子育て支援新制度移行分を除いた文部科学省予算計上分については「幼稚園就園奨励

費補助」で対応。

２．内 容
◆幼稚園就園奨励費補助

幼児教育の振興を図る観点から 保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減等を図る 幼、 「

稚園就園奨励事業」を実施している地方公共団体に対し国が所要経費の一部を補助する。

（補助率：１／３以内）

（１）低所得世帯の保護者負担軽減
私立幼稚園に就園する園児の市町村民税非課税世帯に当たる保護者が負担している月額9,100

円を月額3,000円に引き下げる。

（階層区分）

（年額）【私立】 (保護者負担額)(27年度補助単価)（年額）

0円第Ⅰ階層：生活保護世帯 308,000円（前年度同額)

※26年度に保護者負担月額6,600円を無償化

第Ⅱ階層：市町村民税非課税世帯 272,000円（72,800円増) 36,000円

(市町村民税所得割非課税世帯を含む) (3,000円／月）

※保護者負担額を月額9,100円から月額3,000円に引き下げ(年収約270万円まで）

第Ⅲ階層：市町村民税所得割課税額 115,200円（前年度同額) 192,800円

( 77,100円以下)世帯(年収約360万円まで）

第Ⅳ階層：市町村民税所得割課税額 62,200円（前年度同額) 245,800円

(211,200円以下)世帯(年収約680万円まで）

※ 金額は、第１子の場合の補助単価(年額)

※ 補助限度額は保育料の全国平均単価（私立 ：308,000円）

※ 市町村民税所得割課税額（補助基準額）及び年収は、夫婦（片働き）と子供２人世帯の場合の金額

であり、年収はおおまかな目安。

（２）市町村に対する補助の拡充（市町村の超過負担の解消）
各市町村が実施している幼稚園就園奨励事業は国の補助割合が１／３以内となっているが、

現在、国による補助割合が１／３に達していないため、市町村の超過負担が生じ、市町村によ

っては保護者への支援が必ずしも国が予定する補助単価どおりには行うことができない実態が

ある。

市町村に対する補助を拡充し、市町村の超過負担を解消することにより、すべての園児に等

しく支援が行われるよう環境整備を図る。

実質的な補助割合： 約２／７ → １／３
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幼児教育の段階的無償化に向けた取組の推進
（幼稚園就園奨励費補助）

※幼稚園就園奨励費補助 （ 補助率：１／３以内 ）
幼児教育の振興を図る観点から、保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減等を図る「幼稚園就園奨励事業」を実施している
地方公共団体に対し国が所要経費の一部を補助する。

幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、すべての子供に質の高い幼

児教育を保障するため、幼児教育の無償化に段階的に取り組む。このため、平成２７年度については、

昨年度に引き続き低所得世帯の保護者負担の軽減を図るとともに、市町村に対する補助を拡充し、超過

負担の解消を行うことにより、すべての園児に等しく支援が行われるよう環境整備を図る。

※子ども・子育て支援新制度移行分を除いた文部科学省予算計上分については「幼稚園就園奨励費補助」で対応。

（平成２６年度予算額 ３３，９０５百万円）
平成２７年度所要額 ４０，１８８百万円

（対前年度 ６，２８３百万円増）
うち、子ども・子育て支援新制度移行分を除いた文部科学省予算計上分

平成２７年度予算額（案） ３２，３４１百万円

２．市町村に対する補助の拡充（市町村の超過負担の解消）

各市町村が実施している幼稚園就園奨励事業は国の補助割合が１／３以内となっているが、現在、国による補

助割合が１／３に達していないため、市町村の超過負担が生じ、市町村によっては保護者への支援が必ずしも国

が予定する補助単価どおりには行うことができない実態がある。

市町村に対する補助を拡充し、市町村の超過負担を解消することにより、すべての園児に等しく支援が行われ

るよう環境整備を図る。

所要額 ４９億円

うち、文部科学省予算計上分 ４０億円

実質的な補助割合： 約２／７ → １／３

１．低所得世帯の保護者負担軽減

（階層区分） （27年度補助単価)（年額）

【私立】

第Ⅰ階層： 生活保護世帯

第Ⅱ階層： 市町村民税非課税世帯
(市町村民税所得割非課税世帯を含む)
(年収約270万円まで)

第Ⅲ階層： 市町村民税所得割課税額
(77,100円以下)世帯
（年収約360万円まで）

第Ⅳ階層： 市町村民税所得割課税額
(211,200円以下)世帯
（年収約680万円まで）

※ 金額は、第１子の場合の補助単価(年額)
※ 補助限度額は保育料の全国平均単価（私立）：308,000円
※  市町村民税所得割課税額（補助基準額）及び年収は、夫婦（片働き）と子供２人世帯の場合の金額であり、年収はおおまかな目安。

※ 保護者負担額を月額9,100円から月額3,000円に引き下げ

所要額 １５億円

うち、文部科学省予算計上分 １２億円

※ 26年度に保護者負担月額6,600円を無償化

308,000円 (前年度同額) 

272,000円 (72,800円増)

115,200円 (前年度同額)

62,200円 (前年度同額)

（保護者負担額)（年額）

0円

192,800円

245,800円

36,000円 (3,000円/月)
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12．高等学校等就学支援金等

（前 年 度 予 算 額 387,643百万円）

平成27年度予算額（案） 383,013百万円

１ 要 旨

高等学校等就学支援金制度等を着実に実施するとともに、高校生等への修学支援の

充実を図る。

２ 内 容

（１）高等学校等就学支援金等 380,541百万円(386,801百万円)

高等学校等に在学する生徒に対して高等学校等就学支援金を支給することにより、

家庭の教育費負担を軽減する。

（学年進行等に伴う支給対象者の減 平成26年度:332万人→平成27年度:301万人）

○高等学校等に在学する生徒に対して年額118,800円を支給（学校設置者が代理受領）。

○保護者等の年収が910万円(※)以上程度（ 304,200円以上）の世帯の生市町村民税所得割額

徒に対しては、就学支援金を支給しない。

○私立高等学校等に在学する生徒については、所得に応じて、支給金額を１.５～

２.５倍した額を上限として支給する。

年収250万円(※)未満程度（ 非課税） 297,000円（2.5倍）市町村民税所得割

年収250～350万円(※)未満程度（ 51,300円未満）237,600円（2.0倍）市町村民税所得割額

年収350～590万円(※)未満程度（ 154,500円未満）178,200円（1.5倍）市町村民税所得割額

【※年収は両親と子供２人の世帯の場合の目安】

○平成２６年３月以前から引き続き在学する生徒には、従前の制度を適用。

○対象となる学校の範囲は、国公私立の高等学校、中等教育学校（後期課程 、特別）

支援学校（高等部 、高等専門学校（１～３学年 、並びに専修学校及び各種学校） ）

のうち高等学校の課程に類する課程を置くもの（専修学校高等課程、各種学校で

ある外国人学校、専修学校一般課程及び各種学校のうち国家資格者養成課程（中

学校卒業者を入所資格とするもの）を置くもの 。）

【経費の内訳】

①高等学校等就学支援金交付金 299,541百万円

②公立高等学校授業料不徴収交付金 77,343百万円

③高等学校等就学支援金事務費交付金 3,657百万円
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（２）その他の高校生等への修学支援 1,911百万円( 825百万円)

①特別支援教育就学奨励費の充実【再掲】

特別支援学校高等部の生徒の就学に必要な通学費、学用品費を援助する。

②海外の日本人高校生への支援

海外の日本人学校等に通う日本人高校生についても、広く高等学校段階の

学びを支援する観点から、就学支援金に相当する額を支給する。

③学び直し等への支援

高等学校等を中途退学した者が再び高等学校等で学び直す場合に、法律上

の高等学校等就学支援金支給期間３６月（定時制・通信制は４８月）の経過

後も、卒業までの間（最長２年 、継続して授業料の支援等を行う（補助率）

１０／１０ 。）

④家計急変世帯への支援

保護者の失職、倒産などの家計急変により収入が激減し、低所得となった

世帯に対し、都道府県等が授業料減免による緊急の支援を行う場合、就学支

援金の支給額に反映されるまでの間、就学支援金と同様の支援を行うために

必要な経費を補助する（補助率１／２ 。）

(３）マイナンバーに対応した高等学校等就学支援金事務処理システムに関する経費等

561百万円( 18百万円)

平成２９年７月に本格的に開始するマイナンバー制度の導入に伴う、マイ

ナンバー・ネットワークと就学支援金事務システムを連動させた効率的な就

学支援金事務システムを整備するためのシステム開発等を行う。
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高等学校等就学支援金等（27年度予算額(案) 3,830億円（前年度予算額 3,876億円））

高等学校等就学支援金制度等を着実に実施するとともに、高校生等への修学支援の充実を図る。

趣 旨

◆高等学校等就学支援金等 （27年度予算額(案) 3,805億円（前年度予算額 3,868億円））

◆その他の高校生等への修学支援 （27年度予算額(案)19億円（前年度予算額 8億円））

海外の日本人学校等に通う日本人高校生についても、広く高等学校段階の学びを支援する観点から、
就学支援金に相当する額を支給する。

高等学校等を中途退学した者が再び高等学校等で学び直す場合に、法律上の高等学校等就学支援
金支給期間36月（定時制・通信制は48月）の経過後も、卒業までの間（最長２年）、継続して授業料の支
援等を行う（補助率 １０／１０）。

(２)海外の日本人高校生への支援

(３)学び直し等への支援

(４)家計急変世帯への支援
保護者の失職、倒産などの家計急変により収入が激減し、低所得となった世帯に対し、都道府県等が
授業料減免による緊急の支援を行う場合、就学支援金の支給額に反映されるまでの間、就学支援金と
同様の支援を行うために必要な経費を補助する（補助率 １／２）。

※１ 年額118,800円を上限とするが、私立高校に通う低所得世帯及び中所得世帯の生徒等に
ついては所得に応じて59,400円～178,200円を加算して支給。

※２ 年収910万円以上程度（市町村民税所得割額 304,200円以上）の世帯の生徒等について
は、所得制限を設定。

※３ 平成26年3月以前から引き続き高等学校等に在学する者については、従前の制度を適用。

(１)特別支援教育就学奨励費の充実【再掲】
特別支援学校高等部の生徒の就学に必要な通学費、学用品費を援助する。

◆マイナンバーに対応した高等学校等就学支援金事務処理システムに関する経費等

平成29年7月に本格的に開始するマインバー制度の導入に伴う、マイナンバー・ネットワークと就学支
援金事務システムを連動させた効率的な就学支援金事務システムを整備するためのシステム開発等を
行う。

高等学校等に在籍する生徒等に対して、高等学校等就学支援金を支給することにより、家庭の
教育費負担の軽減を図る。

制度概要

（27年度予算額(案)6億円）

（学年進行等に伴う支給対象者の減 平成26年度:332万人→平成27年度:301万人）。
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13．高校生等奨学給付金

（前 年 度 予 算 額 2,804百万円）

平成27年度予算額（案） 7,929百万円

１．要 旨

学年進行で着実に事業を実施するとともに、都道府県の実施状況等を踏まえた対象

者数の増、生活保護受給世帯における補助対象の拡大、非課税世帯における給付額の

増額を図る。

○ 学年進行で着実に事業を実施

平成２６年度：１年次 → 平成２７年度：１、２年次

○ 対象者数の増

平成２６年度：１３．１万人 → 平成２７年度：３４万人（２０．９万人増）

※２０．９万人の内訳：１３．１万人（学年進行）＋７．８万人（実施状況を踏まえた増）

○ 生活保護受給世帯における補助対象の拡大

新たに通信制に通う高校生等を対象

（国公立：３２，３００円、私立：５２，６００円）

非課税世帯（第１子）における給付額の増額○

全日制等（私 立）３８，０００円→３９，８００円（＋１，８００円）

通信制 （国公立）２７，８００円→３６，５００円（＋８，７００円※）

通信制 （私 立）２８，９００円→３８，１００円（＋９，２００円※）

※通信制課程においては、第１子と第２子以降の給付額の差を解消

２．内 容

全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の教育費負

担を軽減するため、各都道府県が実施する高校生等奨学給付金事業を支援する。

（補助率１／３）

【給付要件】

○非課税世帯（特別支援学校高等部の生徒を除く 。）

○保護者、親権者等が当該都道府県内に在住していること。

○就学支援金支給対象である学校（高等学校、中等教育学校（後期課程 、高）

等専門学校 １～３学年 専修学校 高等課程 等 に在学している者 当（ ）、 （ ） ） （

該都道府県外もを含む 。）
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【給付額】

○生活保護受給世帯【全日制等・通信制】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 32,300円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 52,600円

○非課税世帯【全日制等 （第１子）】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 37,400円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 39,800円

○非課税世帯【全日制等 （第２子以降）】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 129,700円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 138,000円

○非課税世帯【通信制】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 36,500円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 38,100円
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